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第３４号議案 

   豊川市手数料条例の一部改正について（建設部関係） 

 豊川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  令和６年２月２１日提出 

                     豊川市長 竹 本 幸 夫   

 

 

   豊川市手数料条例の一部を改正する条例 

 豊川市手数料条例（平成１２年豊川市条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 
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改正後 改正前 

別表第５ 建設部関係（第２条関係） 別表第５ 建設部関係（第２条関係） 

 
事務 

手数料   
事務 

手数料  

 名称 金額   名称 金額  

 １～13 (略)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １～13 (略)  

 14 建築基準法

施行令（昭

和25年政令

第338号）

第137条の

12第６項の

規定に基づ

く既存建築

物の敷地と

道路との関

係に関する

制限の適用

除外に係る

認定の申請

に対する審

査 

既存

建築

物の

敷地

と道

路と

の関

係に

関す

る制

限の

適用

除外

に係

る認

定申

請手

数料 

１件につき27,000円       

 15 建築基準法

施 行 令 第

137条の12

第７項の規

定に基づく 

既存

建築

物の

道路

内に 

１件につき27,000円       
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  既存建築物 

の道路内に

における制

限の適用除

外に係る認

定の申請に

対する審査 

おけ

る制

限の

適用

除外

に係

る認

定申

請手

数料 

       

 16～27 (略)    14～25 (略)    

 28 長期優良住 

宅の普及の

促進に関す

る法律（平

成20年法律

第87号）第

６条第１項

（第８条第

２項の規定 

長期

優良

住宅

建築

等計

画等

認定

申請

手数 

住宅の

新築に

係る長

期優良

住宅の

普及の

促進に

関する

法律第 

長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

第２条

第４項

に規定 

１戸建て住宅（ 

人の居住の用以

外の用途に供す

る部分を有しな

いものに限る。

以下この項、31

の項、33の項及

び34の項におい

て同じ。） 

(略)  26 長期優良住

宅の普及の

促進に関す

る法律（平

成20年法律

第87号）第

６条第１項

（第８条第

２項の規定 

長期

優良

住宅

建築

等計

画等

認定

申請

手数 

住宅の

新築に

係る長

期優良

住宅の

普及の

促進に

関する

法律第 

長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

第２条

第４項

に規定 

１戸建て住宅（ 

人の居住の用以

外の用途に供す

る部分を有しな

いものに限る。

以下この項、29

の項、31の項及

び32の項におい

て同じ。） 

(略)  

  により準用

する場合を

含む。）の

規定に基づ

く長期優良

住宅建築等

計画又は長

期優良住宅

維持保全計 

料 ５条第

１項に

規定す

る長期

優良住

宅建築

等計画

（以下

この項 

する長

期使用

構造等

である

旨を住

宅の品

質確保

の促進

等に関 

共同住宅

等（共同

住宅、長

屋その他

の１戸建

て住宅以

外の住宅

をいう。

以下この 

(略)    により準用

する場合を

含む。）の

規定に基づ

く長期優良

住宅建築等

計画又は長

期優良住宅

維持保全計 

料 ５条第

１項に

規定す

る長期

優良住

宅建築

等計画

（以下

この項 

する長

期使用

構造等

である

旨を住

宅の品

質確保

の促進

等に関 

共同住宅

等（共同

住宅、長

屋その他

の１戸建

て住宅以

外の住宅

をいう。

以下この 

(略)  
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  画の認定の

申請（同法

第９条第１

項又は第３

項に規定す

る申請を除

く。）に対

する審査 

 におい

て「長

期優良

住宅建

築等計

画」と

いう。 

）の認

定の申

請 

する法

律（平

成11年

法律第

81号）

第５条

第１項

に規定

する登

録住宅

性能評

価機関

（以下

この項

におい

て「登

録住宅

性能評

価機関 

」とい

う。）

が確認

した場

合 

項、31の

項、33の

項、34の

項及び備

考におい

て同じ。 

） 

    画の認定の

申請（同法

第９条第１

項又は第３

項に規定す

る申請を除

く。）に対

する審査 

 におい

て「長

期優良

住宅建

築等計

画」と

いう。 

）の認

定の申

請 

する法

律（平

成11年

法律第

81号）

第５条

第１項

に規定

する登

録住宅

性能評

価機関

（以下

この項

におい

て「登

録住宅

性能評

価機関 

」とい

う。）

が確認

した場

合 

項、29の

項、31の

項、32の

項及び備

考におい

て同じ。 

） 

  

     (略)         (略)    

    (略)      (略)   

   (略)      (略)    

 29・30 (略)  27・28 (略)  

 31 都市の低炭 低炭 都市の (略)  29 都市の低炭 低炭 都市の (略)  
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  素化の促進

に関する法

律（平成24

年法律第84

号）第54条

第１項（第

55条第２項

の規定によ

り準用する

場合を含む 

。）に規定

する低炭素

建築物新築

等計画の認

定の申請に

対する審査 

 

素建

築物

新築

等計

画認

定申

請手

数料 

低炭素 

化の促 

進に関 

する法 

律第54 

条第１

項各号

に掲げ

る基準

に適合

すると

愛知県

知事が

定める

機関が

認めた

場合又

は当該

基準に

適合す

ること

を証す

る書類

として

愛知県

知事が

定める

ものが

添付さ 

共同住

宅等 

建築物全

体又は複

合建築物

（建築物

のエネル

ギー消費

性能の向

上等に関

する法律

（平成27

年法律第

53号）第

11条第１

項に規定

する非住

宅部分（ 

以下この

項、33の

項及び備

考におい

て「非住

宅部分」

という。 

）及び同

項に規定

する住宅

部分（以

下この項 

、33の項 

(略)   素化の促進

に関する法

律（平成24

年法律第84

号）第54条

第１項（第

55条第２項

の規定によ

り準用する

場合を含む 

。）に規定

する低炭素

建築物新築

等計画の認 

定の申請に 

対する審査 

素建

築物

新築

等計

画認

定申

請手

数料 

低炭素

化の促 

進に関 

する法 

律第54 

条第１

項各号

に掲げ

る基準

に適合

すると

愛知県

知事が

定める

機関が

認めた

場合又

は当該

基準に

適合す

ること

を証す

る書類

として

愛知県

知事が

定める

ものが

添付さ 

共同住

宅等 

建築物全

体又は複

合建築物

（建築物

のエネル

ギー消費

性能の向

上に関す

る法律あ 

（平成27

年法律第

53号）第

11条第１

項に規定

する非住

宅部分（ 

以下この

項、31の

項及び備

考におい

て「非住

宅部分」

という。 

）及び同

項に規定

する住宅

部分（以

下この項 

、31の項 

(略)  
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   れてい

る場合

(以下

この項

及び備

考にお

いて「 

低炭素

建築物

基準適

合性確

認機関

が認め

た場合

等」と

いう。 

 及び備考

において

「住宅部

分」とい

う。）を

有する建

築物をい

う。以下

この項、

33の項及

び備考に

おいて同

じ。）の

住宅部分

に係るも

の 

       れてい

る場合

(以下

この項

及び備

考にお

いて「 

低炭素

建築物

基準適

合性確

認機関

が認め

た場合

等」と

いう。 

 及び備考

において

「住宅部

分」とい

う。）を

有する建

築物をい

う。以下

この項、

31の項及

び備考に

おいて同

じ。）の

住宅部分

に係るも

の 

  

   ）  (略)        ）  (略)  

    (略)       (略)  

   (略)      (略)  

  (略)     (略)  

 32 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上等に関す

る法律第12

条第１項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定申 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１条

第１項 

床面積（特定建築行為に

係る建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関す

る法律施行令（平成28年

政令第８号）第４条第１

項に規定する床面積をい

う。以下この項において

同じ。）の合計が300平

方メートル以上のもの 

(略)   30 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律 第12

条第１項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定申 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１条

第１項 

床面積（特定建築行為に

係る建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律施行令 （平成28年

政令第８号）第４条第１

項に規定する床面積をい

う。以下この項において

同じ。）の合計が300平

方メートル以上のもの 

(略)  
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  能適合性判

定等の申請

に対する審

査等 

請手

数料 

第１号

ロに定

める基

準に係

る建築

物 

     能適合性判

定等の申請

に対する審

査等 

請手

数料 

第１号

ロに定

める基

準に係

る建築

物 

   

    (略)      (略)  

   (略)     (略)  

 33 建築物のエ 建築 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上等に

関する

法律第

35条第

１項各

号に掲

げる基

準に適

合する

と愛知

県知事

が定め

る機関

が認め

た場合

又は当

(略)   31 建築物のエ 建築 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律 第

35条第

１項各

号に掲

げる基

準に適

合する

と愛知

県知事

が定め

る機関

が認め

た場合

又は当

(略)  

  ネルギー消

費性能の向

上等に関す

る法律第35

条第１項（ 

第36条第２

項の規定に

より準用す

る場合を含

む。）に規

定する建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画の

認定の申請

に対する審

査 

物エ    ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律 第35

条第１項（ 

第36条第２

項の規定に

より準用す

る場合を含

む。）に規

定する建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画の

認定の申請

に対する審

査 

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

申請

手数

料 

 

  ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

申請

手数

料 
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該基準

に適合

するこ

とを証

する書

類とし

て愛知

県知事

が定め

るもの

が添付

されて

いる場

合（以

下この

項及び

備考に

おいて

「計画

適合性

確認機

関が認

めた場

合等」

という 

。） 

該基準

に適合

するこ

とを証

する書

類とし

て愛知

県知事

が定め

るもの

が添付

されて

いる場

合（以

下この

項及び

備考に

おいて

「計画

適合性

確認機

関が認

めた場

合等」

という 

。） 

    (略)       (略)   

   (略)     (略)  

 34 建築物のエ 建築 建築物 (略)     32 建築物のエ 建築 建築物 (略)    
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 ネルギー消

費性能の向

上等に関す

る法律第41

条第２項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性

能基準の適 

合の認定の

申請に対す

る審査 

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

適合

認定

申請

手数

料 

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上等に

関する

法律第

２条第

１項第

３号に

規定す

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能基準

に適合

してい

ると愛

知県知

事が定

める機

関が認

めた場

合又は

当該基

準に適

合して

いるこ

      ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律 第41

条第２項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性

能基準の適 

合の認定の

申請に対す

る審査 

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

適合

認定

申請

手数

料 

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律 第

２条第

１項第

３号に

規定す

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能基準

に適合

してい

ると愛

知県知

事が定

める機

関が認

めた場

合又は

当該基

準に適

合して

いるこ
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とを証

する書

類とし

て愛知

県知事 

とを証

する書

類とし

て愛知

県知事 

が定め

るもの

が添付

されて

いる場

合（以

下この

項及び

備考に

おいて

「基準

適合性

確認機

関が認

めた場

合等」

という 

。） 

   が定め

るもの

が添付

されて

いる場

合（以

下この

項及び

備考に

おいて

「基準

適合性

確認機

関が認

めた場

合等」

という 

。） 

   

    (略)      (略)  

 備考 

１～３ (略) 

４ 31の項に掲げる低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（低炭

素建築物基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等

の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに 

 備考 

１～３ (略) 

４ 29の項に掲げる低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（低炭

素建築物基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等

の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに 
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限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部 

分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ 

、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

５ 31の項に掲げる低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（その 

他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建築物の住宅 

部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の各号に掲げ 

る場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、第１号に 

掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加 

算する。 

(１)～(３) (略) 

６ 31の項に掲げる低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料（ 

低炭素建築物基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住 

宅等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るも 

のに限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住 

宅部分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に 

応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

７ 31の項に掲げる低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料（ 

その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建築物の 

住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の各号に 

掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、第１ 

号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定める額 

を加算する。 

(１)～(３) (略) 

８ 32の項に掲げる建築物エネルギー消費性能適合性判定申請手数 

料について、建築物の用途が工場、危険物の貯蔵又は処理に供す 

るもの、水産物の増殖場又は養殖場、倉庫、卸売市場、火葬場、 

と畜場、汚物処分場、ごみ焼却場その他これらに類するもの（第 

限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部 

分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ 

、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

 (１)・(２) (略) 

５ 29の項に掲げる低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（その 

他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建築物の住宅 

部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の各号に掲げ 

る場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、第１号に 

掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加 

算する。 

(１)～(３) (略) 

６ 29の項に掲げる低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料（ 

低炭素建築物基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住 

宅等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るも 

のに限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住 

宅部分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に 

応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

７ 29の項に掲げる低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料（ 

その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建築物の 

住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の各号に 

掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、第１ 

号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定める額 

を加算する。 

(１)～(３) (略) 

８ 30の項に掲げる建築物エネルギー消費性能適合性判定申請手数 

料について、建築物の用途が工場、危険物の貯蔵又は処理に供す 

るもの、水産物の増殖場又は養殖場、倉庫、卸売市場、火葬場、 

と畜場、汚物処分場、ごみ焼却場その他これらに類するもの（第 
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10項において「工場等」という。）である場合における当該手数 

料の額は、同項の規定にかかわらず、60,500円（建築物エネルギ 

ー消費性能確保計画の変更に係る場合にあっては、31,100円）と 

する。 

９ 32の項に掲げる建築物エネルギー消費性能適合性判定申請手数 

料について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律 

第34条第３項各号に掲げる事項が記載されている同法第37条に規 

定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定 

する他の建築物につき当該認定建築物エネルギー消費性能向上計 

画に係る同法第35条第１項又は第36条第１項の認定における評価 

の方法と同様の評価の方法により建築物エネルギー消費性能適合 

性判定を行うこととなる場合における当該手数料の額は、32の項 

及び前項の規定にかかわらず、33の項に掲げる建築物エネルギー 

消費性能向上計画認定申請手数料（建築物エネルギー消費性能確 

保計画の変更に係る場合にあっては、同項に掲げる建築物エネル 

ギー消費性能向上計画変更認定申請手数料）に係る計画適合性確 

認機関が認めた場合等の区分に係る手数料金額の欄に掲げる額に 

相当する額とする。 

10 32の項に掲げる建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変 

更に関する証明書交付手数料について、建築物の用途が工場等で 

ある場合における当該手数料の額は、同項の規定にかかわらず、 

15,500円とする。 

11 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料（計画適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等の 

建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限 

る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分 

に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、 

それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

10項において「工場等」という。）である場合における当該手数 

料の額は、同項の規定にかかわらず、60,500円（建築物エネルギ 

ー消費性能確保計画の変更に係る場合にあっては、31,100円）と 

する。 

９ 30の項に掲げる建築物エネルギー消費性能適合性判定申請手数 

料について、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 あ 

第34条第３項各号に掲げる事項が記載されている同法第37条に規 

定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定 

する他の建築物につき当該認定建築物エネルギー消費性能向上計 

画に係る同法第35条第１項又は第36条第１項の認定における評価 

の方法と同様の評価の方法により建築物エネルギー消費性能適合 

性判定を行うこととなる場合における当該手数料の額は、30の項 

及び前項の規定にかかわらず、31の項に掲げる建築物エネルギー 

消費性能向上計画認定申請手数料（建築物エネルギー消費性能確 

保計画の変更に係る場合にあっては、同項に掲げる建築物エネル 

ギー消費性能向上計画変更認定申請手数料）に係る計画適合性確 

認機関が認めた場合等の区分に係る手数料金額の欄に掲げる額に 

相当する額とする。 

10 30の項に掲げる建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変 

更に関する証明書交付手数料について、建築物の用途が工場等で 

ある場合における当該手数料の額は、同項の規定にかかわらず、 

15,500円とする。 

11 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料（計画適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等の 

建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限 

る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分 

に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、 

それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 



- 13 - 

12 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料（その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建 

築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の 

各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては 

、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定 

める額を加算する。 

(１)～(３) (略) 

13 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法 

律第34条第１項の規定による認定の申請に係る建築物エネルギー 

消費性能向上計画に同条第３項各号に掲げる事項が記載されてい 

る場合における当該手数料の額は、当該建築物エネルギー消費性 

能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及び他の建築物の各 

建築物についてそれぞれ別の申請があったものとみなしてこの表 

により算出した建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数 

料の額に相当する額を合算した額とする。 

14 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料（計画適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅 

等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るもの 

に限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅 

部分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応 

じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

15 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料（その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複 

合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、 

次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっ 

ては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号 

に定める額を加算する。 

12 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料（その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複合建 

築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、次の 

各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては 

、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号に定 

める額を加算する。 

(１)～(３) (略) 

13 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料について、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

 第34条第１項の規定による認定の申請に係る建築物エネルギー 

消費性能向上計画に同条第３項各号に掲げる事項が記載されてい 

る場合における当該手数料の額は、当該建築物エネルギー消費性 

能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及び他の建築物の各 

建築物についてそれぞれ別の申請があったものとみなしてこの表 

により算出した建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数 

料の額に相当する額を合算した額とする。 

14 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料（計画適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅 

等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るもの 

に限る。）について、次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅 

部分に係る申請にあっては、第１号に掲げる場合に限る。）に応 

じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

15 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料（その他の場合における共同住宅等の建築物全体又は複 

合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。）について、 

次の各号に掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっ 

ては、第１号に掲げる場合に限る。）に応じ、それぞれ当該各号 

に定める額を加算する。 
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(１)～(３) (略) 

16 33の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す 

る法律第36条第１項の変更の認定の申請に係る建築物エネルギー 

消費性能向上計画に同法第34条第３項各号に掲げる事項が記載さ 

れている場合における当該手数料の額は、当該変更後の建築物エ 

ネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及び 

他の建築物の各建築物（変更がないものを除く。）についてそれ 

ぞれ別の申請があったものとみなしてこの表により算出した建築 

物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料の額（当該変 

更により建築物エネルギー消費性能向上計画に新たに記載される 

建築物については、建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請 

手数料の額）に相当する額を合算した額とする。 

17 34の項に掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手 

数料（基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等の 

申請に係るものに限る。）について、次の各号に掲げる場合に応 

じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

18 34の項に掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手 

数料（その他の場合における共同住宅等の申請に係るものに限る 

。）について、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号 

に定める額を加算する。 

(１)～(３) (略) 

(１)～(３) (略) 

16 31の項に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申 

請手数料について、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 

法律 第36条第１項の変更の認定の申請に係る建築物エネルギー 

消費性能向上計画に同法第34条第３項各号に掲げる事項が記載さ 

れている場合における当該手数料の額は、当該変更後の建築物エ 

ネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及び 

他の建築物の各建築物（変更がないものを除く。）についてそれ 

ぞれ別の申請があったものとみなしてこの表により算出した建築 

物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料の額（当該変 

更により建築物エネルギー消費性能向上計画に新たに記載される 

建築物については、建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請 

手数料の額）に相当する額を合算した額とする。 

17 32の項に掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手 

数料（基準適合性確認機関が認めた場合等における共同住宅等の 

申請に係るものに限る。）について、次の各号に掲げる場合に応 

じ、それぞれ当該各号に定める額を加算する。 

(１)・(２) (略) 

18 32の項に掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手 

数料（その他の場合における共同住宅等の申請に係るものに限る 

。）について、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号 

に定める額を加算する。 

(１)～(３) (略) 
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附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

     理 由 

 この案を提出するのは、建築基準法施行令の一部改正に伴い既存建築物の敷

地と道路との関係に関する制限の適用除外の認定及び既存建築物の道路内にお

ける制限の適用除外の認定に係る申請手数料を定めるとともに、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律等の一部改正に伴い所要の規定の整備を行

う必要があるからである。 

 

 


